















































































るが，2004年度末の 619人から 2013年度末の 581人へと常勤役職員数は減少している．職域信
組についても，同期間に 503人から 493人へと減少している．
　図 3は１組合当たりの常勤役職員数の推移を示している．それによると，2013年度末には，












































































は，地域信組が 1,488億円（2004年度末比 38.3％増），職域信組が 636億円（同 27.1％増），業
域信組が 394億円（同 26.1％増）となっている．
　図 11は常勤役職員１人当たりの預金積金の推移を示している．2013年度末の常勤役職員１人















末から 2013年度末にかけて 4,441億円（5.3％）貸出を増やして８兆 8,579億円となっている．
職域信組は同期間に貸出を 1,071億円（22.3％）増やして 5,876億円に，業域信組は 334億円
（11.6％）増やして 3,228億円になっている．その結果，2013年度末の時点で信組３業態の貸出
金合計に占める地域信組のシェアは 90.7％，業域信組は 3.3％，職域信組は 6.0％となっている．
このように，貸出においては地域信組のシェアが圧倒的に高い．
　図 13は１組合当たりの貸出金の推移を示している．2013年度末の１組合当たりの貸出金は地
域信組が 798億円（2004年度末比 21.4％増），職域信組が 345億円（同 36.7％増），業域信組が
119億円（同 15.7％増）となっている．
　図 14は常勤役職員１人当たりの貸出金の推移を示している．2013年度末の常勤役職員１人当













































証率は 5.30ポイント上昇しているのに対し，業域信組は 8.07ポイント，職域信組は 6.48ポイン
ト低下している．




































組のピークは 2006年度の 0.63％，ボトムは 2008年度の 0.38％であり，2009年度以降は 0.5％周
辺で安定している．職域信組は 2005年度がピークで 0.83％，2008年度がボトムで 0.41％，その













たマイナス 0.26％がボトムで，2013年度が 0.25％で最も高くなっている．職域信組は 2005年度
に 0.65％となったあと，2008年度の 0.17％まで低下したが，2013年度には 0.48％まで回復して















較すると，地域信組は 0.57ポイント低下して 2.68％，業域信組は 0.63ポイント低下して 1.83％，























信組が 0.08ポイント低下して 0.96％，職域信組が 0.01ポイント低下して 1.02％となっている．















　最後に自己資本比率の推移をみよう（図 28）．３業態の全てが 2004年度末から 2013年度末に
かけて自己資本比率を高めてきており，業域信組は 22.38％，職域信組は 18.71％，そして地域
図 26　預金貸出金利鞘の推移
（出所）図 1に同じ．
図 27　総資金利鞘の推移
（出所）図 1に同じ．
図 28　（単体）自己資本比率の推移
（出所）図 1に同じ．
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信組は 10.88％となっている．自己資本比率の値でみると，業域信組の健全性が最も高くなって
いる．
５．おわりに
　本稿の目的は，信用組合の３つの業態，すなわち地域信組，業域信組，職域信組の概況を明ら
かにすることであった．そのために，全国信用組合中央協会から提供を受けたデータを整理して
紹介した．
　本稿において確認された事実のうち，主なものは以下のとおりである．
　①組合数および店舗数の多さを反映して地域信組が他の２業態より圧倒的に多くの預金積金を
集めている．しかし常勤役職員１人当たりの預金積金をみると，職域信組と業域信組の値が地域
信組の値を上回っており，職域信組と業域信組が地域信組よりも効率的な経営を行っている．
　②貸出金についても，組合数および店舗数の多さを反映して地域信組のシェアが圧倒的に高
い．しかし常勤役職員１人当たりの貸出金をみると，職域信組が業域信組や地域信組よりも効率
的な経営を行っている．
　③預貸率については職域信組の動向が特徴的である．1990年代半ば過ぎ以降，職域信組の預
貸率が上昇している．これは，組合員に対して積極的に営業を展開し住宅ローンを増やしてきた
ことによるものである．
　④預貸率と預証率の合計についてみると，地域信組と職域信組はほぼ安定的な動きを示してい
る．業域信組については，預貸率と預証率ともに低下しており，その結果としてそれらの合計も
低下している．
　⑤経常利益，業務純益，当期純利益のそれぞれを預金積金で基準化したものの推移をみると，
総じて職域信組の収益力が高くなっている．
　⑥自己資本比率の推移をみると，業域信組と職域信組の健全性が高くなっている．
　信組についての統計資料が十分に整備されているとはいえない現状にあって，データの内容お
よび期間が限定されているとはいえ，３つの業態についてのいくつかの指標の推移を整理して示
すとともに，上述のような事実を明らかにした点に本稿の意義があると考える．しかしながら，
本稿ではデータの制約から，確認した事実の背景にある事情について詳しく分析することはでき
なかった．データを補充し，より詳しい分析を行うことが筆者の今後の課題である．
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